
（注） 令和５年度（データがない場合は可能な限り直近）の実績をベースに1人当たりの額を計算している。
なお、こども・子育て支援については、「こども未来戦略」（令和５年12月22日閣議決定）の「加速化プラン」（令和６年度から令和８年度を集中取組期間に設定）に基づき、各種制度を拡充している

ところであるが、令和５年度以降の取組については実績値がないため反映していない。また、当該取組の財源として令和８年度から徴収を開始する子ども・子育て支援金についても同様。

⃝ 平均的には、現役世代の間は税・社会保険料負担が給付を上回り、出生～就職前・高齢期には給付が負担を上回る。

⃝ ただし、ライフサイクルとしてみれば現在の現役世代もいずれ高齢期を迎えること、教育や保育の給付はこどもの
育ちのみならず親の子育てを支援するものでもあること、老親の生活費や医療介護といった私的扶養の社会化は現
役世代にとってもメリットがあることなどに留意が必要。
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（出典）各種統計を基に、厚生労働省にて推計。
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